
長野県内の状況１ 令和７年４月１日現在

県、70市町村 369名

10圏域別協力隊員数

佐久 18名

上田 35名

諏訪 26名

上伊那 52名

南信州 71名

木曽 22名

松本 32名

北アルプス 25名

長野 49名

北信 37名

長野県 2名

協力隊設置自治体 受入隊員数



長野県内の状況２ 令和７年４月１日現在

着任年数

1年目
39.3％

（145名）

２年目
37.4％

（138名）

３年目
23.3％
（86名）

年代

20代
31.7％

（117名）

30代
34.1％

（126名）

40代
23.8％
（88名）

50代
7.9％

（29名）

60代以上

2.2％
（8名）

任用形態

会計年度任用職員
パートタイム
56.6％
（209名）

会計年度任用職員
フルタイム
9.0％
（33名）

委託・外部協力者
34.4％
（127名）

従前地

東京都
29.5％

（109名）

神奈川県
11.1％
（41名）

愛知県
7.9％

（29名）

埼玉県
10.6％
（39名）

長野県
11.9％
（44名）

その他
29.0％

（107名）

性別

男性
55.8％

（206名）

女性
44.2％

（163名）

10代
0.3％
（1名）



長野県内の状況３ 令和７年４月１日現在

農業
60.4％

林業
12.5％

その他
27.1％

産業振興の内訳産業振興
29.3％

地域福祉
教育支援
8.0％

移住交流促進
15.1％

空き家対策
市街地活性化
7.7％

文化芸術振興
6.5％

その他
12.6％

観光振興
20.8％

活動内容


